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月 1日時点で，総人口が 1億 2,711万人であるのに対し，65歳以上の高齢者人口は 3,392
万人で高齢化率は 26.7％となっており世界で最も高い水準となっている．また，高齢
者人口のうち 65～74 歳の人口は 1,752 万人で総人口に占める割合は 13.8％，75 歳以
上は 1,641 万人で総人口に占める割合は 12.9％となっている[1](図 1-1)． 
 
 
図 1-1 年齢区分別将来人口推計[1] 
 
図 1-2 は高齢化の推移と将来推計を示している．高齢化率の経時的変化として，1950
年には 5％に満たなかったが，1970 年に 7％，1994 年に 14％を超え，その後も上昇を
続け現在の 26.7％に達している．今後の見通しとして，団塊の世代が 75 歳以上となる
2025 年に高齢者人口は 3,652 万人に達し，その後も増加を続け，2042 年に 3,878 万人
とピークを迎え，その後は減少に転じると推計されている．総人口が減少する中で高齢
者が増加することで高齢化率は上昇を続け，2035 年に 33.4％となり国民の 3 人に 1 人
が高齢者となる．さらに，2042 年以降に高齢者人口が減少に転じても 65 歳到達者数が
出生数を上回ると高齢化率は上昇を続け，2060 年に 39.9％となり国民の 2.5 人に 1 人
が高齢者となる社会が到来すると予測されている．また，75 歳以上の人口は 2017 年に
65 歳から 74 歳の人口を上回り，その後も増加傾向が続き，75 歳以上が総人口に占め





図 1-2 高齢化の推移と将来推計[1] 
 
図 1-3は高齢者世代人口の比率を示している．65歳以上の高齢者人口と 15～64歳（以
下，現役世代）の人口比率をみてみると，1950 年には 1 人の高齢者に対して 12.1 人の




一方，我が国の平均寿命は，2014 年現在，男性 80.50 年，女性 86.83 年と，前年に
比べて男性は 0.29 年，女性は 0.22 年上回り，今後，男女とも平均寿命は延び， 2060
年には，男性 84.19 年，女性 90.93 年となり，女性は 90 年を超えると見込まれている
[1](図 1-4)．ただし，高齢者人口の増大により死亡数は増加，死亡率(人口 1,000 人当た








図 1-3 高齢世代人口の比率[1] 
 
 
図 1-4 平均寿命の推移と将来推計[1] 
 
 




援を必要とする要介護及び要支援認定者数が増加の一途をたどっており，2017 年 1 月
末時点で 629 万人にのぼっている[2]．また，厚生労働省が示した介護職員の需要推計







































トイレ排尿の高齢者は約 3 割で，オムツ使用の排尿が 5 割強，カテーテル排尿が約 1
割であった．オムツ使用の理由としては，多いものから順に，「寝たきりでトイレ排尿
が不可」が 67.0％，「尿失禁は稀だが予防のため」が 12.3％，「トイレ排尿可能だが尿
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一方，リハビリテーションを受けている 144 名(約 7 割が脳血管疾患)を対象とした関























































間不動化する中で，1 日 30 分(週 6 回)，麻酔下で角速度 10[deg]/秒の足関節底背屈運
動を行い，足関節底屈筋群を間欠的に伸張した結果，不動群よりも約 20[deg]関節可動
域制限の進行は抑制されたと報告している[13]．また，中田らは，マウス足関節を最大









週 6 回，4 秒に 1 回のサイクルで実施)，自然回復群，不動群と比較した結果，間欠ス
トレッチングが特に有効であったことを示している[15]．一方，Okita らはラット足関









高齢者で膝伸展制限のある者を対象に，伸展位でのポジショニング(１回 40 分，週 4 回，
合計 8 週間)を実施したが関節可動域の拡大を認めなかったとしている[19]．さらに，
Steffe らの報告によると，ナーシングホームにて膝関節に 10[deg]以上の伸展制限があ







































































































測定対象筋のⅠa 線維を一定の強度で電気刺激することにより一定の大きさの H 反射
を誘発し，他の神経刺激や随意運動を加えた場合に，その H 反射の変化を捉えること




























回 30 分，週 3 回，大腿四頭筋の電気刺激とストレッチングを行い，ストレッチングの
みを行った肢よりも，わずかながら抵抗感の改善と可動域の改善が大きかったというも
のがある[31]．また，Pandyan によれば，手関節の伸展可動域の減少と他動運動の抵抗


































[38] (図 2-2)． 
    
図 2-2 人的に行う移乗介助 
 
527 名の看護師より回答を得たアンケート調査によると，392 名が腰痛有症者あるい
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第 3 章 オムツ排泄支援を考慮した他動的股関節外転運動に対する
抵抗力の減少 



































型 6 分力計からのデータは，入力チャンネル数が 8 のひずみ /電圧測定カード
CDV-40B-F(株式会社共和電業)を 2 つ内蔵し，同時に 16 チャンネルからの入力が可能
なユニバーサルレコーダ EDX-100A-4H(株式会社共和電業 ,128ch)を介して，





図 3-1 他動運動装置の全体像 
 
 













向の可動域測定を理学療法士が行い，調査肢の股関節外転角度が 5 deg 以上を満たすこ
とを前提とし，さらに他動運動装置に安全装置を 3 つ設けた．1 つ目は PC 制御による
ものである．これは，単軸ロボットの電源を遮断したうえで被験者に測定肢位をとらせ，
測定者が力計測装置を目的とする運動の最終位置まで徒手的に移動させた時の運動範







図 3-3 安全装置(物理的ストッパー) 
 
物理的ストッパーは，ボルトを締めることにより固定する．単軸ロボットの最大推力




計算条件 ボルトの材料：SS400(許容せん断応力 τ=78N/mm2) 
     ボルトの寸法：呼び M4(ボルトの外径 d1=3.242mm) 
ボルト 1 本の許容せん断荷重を F，ボルトの断面積を A とすると， 
 




×                               (3-2) F = 644N                                




644 × T ≥ 339 × 5                                                         
(3-3) 
T ≥ 3 
 





 本研究では，他動運動を定量化するために，運動の力源として短軸ロボット RSH3 





図 3-4 単軸ロボット RSH3(株式会社ミスミグループ) 
 
 






御は PC にて行い，ソフトウェアとして RS-manager(株式会社ミスミグループ)を使用
した． 
 




置した．L，N は主電源入力，L1，N1 は制御電源入力を示す． 
 
 








して様々な方向に発揮される股関節の力を測定できるよう，図 3-9 に示す 6 分力の物理
量 (荷重 FX, FY, FZ, モーメント MX, MY, MZ)を測定可能な小型 6 分力計
LFM-A-1KNZ3(株式会社共和電業)を用いた(図 3-10)．6 分力計の重量は約 160g で，セ
ンサ部の直径が 60mm，厚さが 40mm である．非直線性は±0.5 %以内，ヒステリシス
は±0.5%以内，干渉度は 1.5 %以下である．また，定格容量・定格出力を表 3-1 に示す．
6 分力計は図 3-11 のように，股関節の屈曲と内転時の発揮力が測定できるように 2 つ
の 6 分力計を L 字に配置した． 
 
 





図 3-10 小型 6 分力計 LFM-A-1KNZ3 
 
 
表 3-1 6 分力計の定格容量・定格出力 
 FX，FY FZ MX，MY MZ 
定格容量 1 kN 1 kN 50 Nm 25 Nm 
定格出力 1.5 mV/V 以上 1.8 mV/V 以上 4.0 mV/V 以上 2.4 mV/V 以上 
 
 
   
 






CDV-40B-F(株式会社共和電業)を 2 つ用いて，16 チャンネルのデータを取得可能とな
るよう設定した．CDV-40B-F はローパスフィルタ，アンチエリアジングフィルタ，ハ
イパスフィルタを内蔵しており，測定レンジが最大 10V の AD 変換カードである．計










図 3-12 ユニバーサルレコーダ EDX-100A-4H(株式会社共和電業) 
 
システム開発ソフトウェア LabVIEW(National Instruments)を使用し，PC に取得




εfx = −1 − 3                             (3-4) 
 
εfy = −2 − 4                             (3-5) 
 
εfz = −"1 +"2 +"3 +"4                        (3-6) 
 
εmx = M1 −M3                              (3-7) 
 
εmy = M2 −M4                             (3-8) 
 





























力計測装置の制御に LabVIEW，単軸ロボットの制御に RS-manager を使用したため，
同期にはマウスのクリックを利用した．図 3-13 のシステム概略図に示すように，マウ
スのクリック信号を図 3-14 に示すアナログ・デジタル入出力が可能な DAQ デバイス





図 3-13 他動運動装置システム概略図 
 
 
図 3-14 DAQ デバイス NI USB-6211 
 
3.2.7  様々な患者への適応 
 他動運動装置の使用に際して，様々な体型の対象者に適応することができるよう図
3-15 に示した両赤矢印の方向に単軸ロボットを移動できる構造とした．スムーズな稼






図 3-15 単軸ロボットの移動方向 
 
 また，対象者の股関節屈曲角度に力計測装置の角度を合わせられるよう，図 3-16 の
赤丸で囲ったバーを回すことで任意の角度に固定できる構造とした． 
 
      
 


















図 3-18 他動運動装置をベッドへ着脱するための構造 
 
3.2.9 股関節円運動への適応 
 他動運動装置は，可動軸が 1 軸のみであり直線運動となる．一方，対象者の股関節の
動きは円運動となる(図 3-19)． 
 
        






 そこで，股関節の円運動に適応させるため，図 3-20 に示すように，両矢印の範囲だ
け力計測装置が自由に移動できる機構を設けた． 
 
       

































図 3-22 被験者が最大の力で行う運動の方向 
 
3.3.2 実験条件 
 被験者は本調査に同意の得られた障害のない男性 16 名とした．被験者のプロフィー
ルを表 3-2 に示す． 
 
表 3-2 被験者のプロフィール 
被験者 年齢 身長(m) 体重(N) 性別 
No.1 23 1.73 539.4 男 
No.2 22 1.78 814.0 男 
No.3 22 1.72 735.5 男 
No.4 23 1.69 588.4 男 
No.5 22 1.80 823.8 男 
No.6 23 1.71 657.0 男 
No.7 23 1.60 568.8 男 
No.8 23 1.73 686.5 男 
No.9 24 1.73 637.4 男 
No.10 24 1.71 539.4 男 
No.11 23 1.65 588.4 男 
No.12 23 1.68 539.4 男 
No.13 24 1.63 500.1 男 
No.14 23 1.76 578.6 男 
No.15 23 1.72 559.0 男 


















   
(a)側面図               (b)上面図 
図 3-23 実験開始姿勢 
 
他動運動速度について，股関節の角速度で統一した．他動運動速度の条件は理学療法
士の経験に基づき，遅い速度 2[deg/sec]，普通の速度 7[deg/sec]，速い速度 12[deg/sec]
の 3 つを候補とした．予備実験として，同意の得られた健常成人男性 8 名(年齢 22.1±
1.2 歳)を対象とし，図 3-23 に示した開始姿勢および運動範囲にて，遅い速度，普通速










図 3-24 各角速度条件における最大抵抗力 
 







つ被験者が忍耐可能な 40.3±3.2mA(最少 35mA，最大 50mA)とした． 
 
  


































図 3-26 傾斜角度計測器ホライゾン(株式会社ユーキ・トレーディング)  
 




















図 3-28 生体組織硬度計 PEK-1(株式会社井元製作所)  
 
 









表 3-3 条件間の力の比較 
 実験条件      Mean±SD   
  電気刺激有り      100.0±34.3  
 電気刺激無し      119.7±37.3  
   
内転方向への最大発揮力 (N) 






















































































































図 3-30  両条件における最大発揮力の典型例 
＃1   ＃2   ＃3   
＃4   
＃1 内転方向への最大収縮の開始    
＃2 外転方向への他動運動の開始       
＃3 外転方向への他動運動の終了    
＃4 比較区間               
電気刺激無し        

























 被験者は本調査に同意の得られた障害のない男性 16 名とした．被験者のプロフィー
ルを表 3-4 に示す． 
 
表 3-4 被験者のプロフィール 
被験者 年齢 身長(m) 体重(N) 性別 
No.1 22 1.69 539.4 男 
No.2 22 1.72 706.1 男 
No.3 23 1.80 892.4 男 
No.4 23 1.69 588.4 男 
No.5 22 1.78 794.3 男 
No.6 24 1.71 627.6 男 
No.7 23 1.66 608.0 男 
No.8 24 1.61 725.7 男 
No.9 23 1.76 608.0 男 
No.10 23 1.73 608.0 男 
No.11 24 1.71 549.2 男 
40 
 
No.12 23 1.60 598.2 男 
No.13 24 1.68 559.0 男 
No.14 23 1.61 509.9 男 
No.15 23 1.71 578.6 男 
No.16 23 1.72 598.2 男 
  
実験開始姿勢および電気刺激方法について 3.3 節と同様とした．電気刺激強度は 40.4
±3.4mA(最少 35mA，最大 50mA)であった．活動の計測について，EMG マスター
km-818(メディエリアサポート企業組合)(図 3-31)，表面電極に銀・塩化銀形心電図用電




































 普通条件と電気刺激条件における筋活動量を表 3-5 に示す．筋活動量は電気刺激条件
で有意に減少し，普通条件を 100％とした場合，電気刺激条件では 72.9（57.8‐89.3）％
であった．典型事例を図 3-32 に示す． 
 
表 3-5 条件間の筋放活動量の相対比較 
   
 実験条件       中央値（四分位数範囲）   
 電気刺激無し      100 （100‐100）  
 電気刺激有り      72.9 （57.8‐89.3）  
   
 
 
(n=16)   ＊p<0.05 






















一方，本実験では大腿筋膜張筋に M 波閾値以上の刺激を与えたため，同筋のⅠa 線
内転方向への最大収縮区間   
比較区間   
電気刺激      
off            
普通条件            
電気刺激条件        






















図 3-32 両条件における筋電図原形波の典型例 


















を表 3-6 に示す． 
 
表 3-6 被験者のプロフィール 
被験者 年齢 身長(m) 体重(N) 性別 
No.1 24 1.70  608.0 男 
No.2 23 1.71 588.4 男 
No.3 23 1.78 647.2 男 
No.4 23 1.68 568.8 男 
No.5 23 1.74 549.2 男 
No.6 22 1.72 931.6 男 
No.7 24 1.60 539.4 男 
No.8 25 1.74 617.8 男 






パックの施行時間を 30 分間とした．また，アイスパックを適用した後，3 時間にわた
り温度の再上昇を調査した報告によると，10 分や 20 分間の冷却では，それ以上の冷却

















に，施行前，施行終了直後，終了後 5 分，終了後 10 分，終了後 15 分，終了後 20 分，






















図 3-34 ホットパック施行時の各被験者における皮膚温度差 
 
 







































































パック施行時の最大発揮力を図 3-37 に示す．最大発揮力は，被験者 No.2 を除いてコー





図 3-36 コールドパック施行時の各被験者における皮膚温度 
 
 




























































 ホットパック条件で最大発揮力に変化の少なかった群について表 3-6 に示す．ホット
パック施行前と比較して施行終了直後のみ 3 名とも最大発揮力が減少した．一方，最大
発揮力が減少傾向を示した群について図 3-38 に示す．ホットパック施行前と比較して
終了直後から終了後 30 分まで最大発揮力が有意に減少した． 
 
表 3-6 変化の少なかった群の最大発揮力（単位：％） 
計測地点 被験者 No.1 被験者 No.2 被験者 No.3 平均±SD 
終了直後 95.8 89.2 94.9 93.2±3.6 
終了後 5 分 106.4 95.7 97.2 99.7±5.8 
終了後 10 分 105.4 90.6 110 102±10.1 
終了後 15 分 98.7 108.1 94.9 100.6±6.8 
終了後 20 分 110 122 105.2 112.4±8.7 
終了後 25 分 112.3 111.5 97.9 107.2±8.1 
終了後 30 分 90.1 127.3 100.4 105.9±19.2 








図 3-38 ホットパック条件における最大発揮力の平均値(減少傾向，n=6) 
 





































膚温度の差)の関係について図 3-40 に示した． 
 
 
図 3-39 ホットパック施行中の平均温度変化と平均最大発揮力の関係 
 
 
図 3-40 ホットパック施行による最大発揮力と温度変化の関係 
 
続いて，コールドパック条件について図 3-41 に示す．コールドパック施行前と比較











































































図 3-41 コールドパック条件における股関節最大発揮力の平均値(n=9) 
 




直前の皮膚温度の差)の関係について図 3-43 に示した． 
 



































































































































































































被験者はコールドパック療法の実験に参加した被験者 No.1～No.5 の 5 名である．被
験者には実験内容を説明し，同意を得た．被験者のプロフィールを表 3-7 に示す． 
 
表 3-7 被験者のプロフィール 
被験者 年齢 身長(m) 体重(N) 性別 
No.1 24 1.70  608.0 男 
No.2 23 1.71 588.4 男 
No.3 23 1.78 647.2 男 
No.4 23 1.68 568.8 男 












の計測は，30 分間のコールドパック施行後の 15 分後に他動運動を行う条件(以下，コ
ールドパック条件)と，30 分間のコールドパック施行後の 15 分後に電気刺激を行いな
がら他動運動を行う条件(以下，複合条件)で実施した．両条件ともに，コールドパック
の対象部位を長内転筋走行部とした．条件施行前の最大発揮力を 100％とし，それぞれ







表 3-8 各条件における内転方向への最大発揮力 
 複合条件     コールドパック条件 
被験者 No.1       83.7                   83.2 
被験者 No.2        73.2                   88.3 
被験者 No.3        87.2                   97.2 
被験者 No.4          97.8                   74.8 
被験者 No.5        58.3                   78.6 
平均値          80.0                    84.4 
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図 4-1 移乗(立ち上がり)介助方法 
 




























   
図 4-4 横型の立ち上がり介助 
 
     





















図 4-6 下肢荷重量の計測が困難となる場合の概念図 
 
  
図 4-7 フォースシューズのイメージ 
 
 
図 4-8 下肢荷重量の計測方法の概念図 
 
 




介助者の下肢荷重量を数値化するために，4 個のロードセル LMB-A-2KN-P (株式会 
社共和電業)(図 4-9)とステンレス板を用いてフォースシューズを 2 個作成した(図 4-10)．
1 個のロードセルの重量は約 6g で，センサ部の直径が 16.2mm，厚さが 7mm である．
非直線性は±0.5 %以内，ヒステリシスは±0.5%以内である．また，定格容量が 2kN，
定格出力が 1.4mV/V 以上である． 
 
 
図 4-9 LMB-A-2KN-P  
 
 
図 4-10 本実験用のフォースシューズ 
 




社 共和電業)を 1 つ用いて，8 チャンネルのデータが取得可能となるよう設定した．
計測はサンプリング周波数 100 Hz で実施した． 






図 4-11 ステンレス板(上側)に設置した LMB-A-2KN-P 
 
続いて，床反力計(有限会社 AMTI JAPAN)を用いてフォースシューズの妥当性につ
いて検証した．2 個のフォースシューズを並列かつ中心間距離が 300 mm となるように
床反力計の上に設置した．床反力計とフォースシューズのデータ集録を開始した後，フ
ォースシューズ上に 1 名の健常成人男性(身長 1.76 m，体重 617.8 N)を乗せることで両
計測装置を同期させた．両計測装置ともにサンプリング周波数を 100Hz とした．静止
立位を保った状態から模擬的に移乗介助動作を開始させ，終了した時点で静止させた．
床反力計の計測値が617.8 N未満もしくは627.6 N以上となった時点を動作開始，617.8 









均は 17.7±13.7 N であり，両計測装置の相関は r2=0.97 であった．これより，フォー
スシューズに妥当性があると判断した． 
 

















図 4-14 ダイヤルロック付き股装具(ホワシ社製) 
 
4.2.4 実験条件および手順 
本調査に同意の得られた障害のない 1 名の男性(身長 1.76m，体重 617.8N)をダイヤ
ルロック付き股装具(株式会社ホワシ)(図 4-14)を用いて，股関節屈曲の可動範囲を 90°
に制限し要介助者役を設定した．介助者は本調査に同意の得られた障害のない男性 16




表 4-1 被験者のプロフィール 
被験者 年齢 身長(m) 体重(N) 性別 
No.1 20 1.73 617.8 男 
No.2 21 1.77 588.4 男 
No.3 21 1.78 804.1 男 
No.4 20 1.71 637.4 男 
No.5 21 1.65 539.4 男 
No.6 21 1.70 647.2 男 
No.7 21 1.63 764.9 男 
No.8 20 1.66 519.8 男 
No.9 21 1.69 568.8 男 
No.10 21 1.73 568.8 男 
No.11 20 1.67 686.5 男 
No.12 21 1.63 509.9 男 
No.13 20 1.71 833.6 男 
No.14 21 1.78 686.5 男 
No.15 21 1.68 568.8 男 


































装置 VICON MX-T40S(Vicon-Peak 社製)を使用した．装置のサンプリング周波数を
100Hz とし，床反力計と同期させた．上半身重心位置の運動学的データを得るため，
















 離殿時の要介助者下肢荷重量について，表 4-2 に示した．要介助者の下肢荷重量は左
右開脚で 407.0±101.9 N，前後開脚で 557.0±152.0 N であり，前後開脚で有意に大き
かった． 
 
表 4-2 殿部離床時の要介助者床反力垂直成分(平均値±標準偏差) 
    前後開脚  左右開脚  
下肢荷重量 557.0±152.0* 407.0±101.9* 
      








表 4-3 水平面における左内果と各指標の前後方向距離(平均値±標準偏差) 







  左内果 ― 後頭結節 145±22 
 
100±41 
   
 
  
  左内果 ― 第 2 胸椎 211±25 
 
186±30 
      
  左内果 ― 第 8 胸椎 370±174 
 
361±84 





  左内果 ― 第 8 胸椎 179±59 
 
228±75 
          
                           




























































図 4-16 全床反力計測装置(左)と殿部床反力計測装置(右)の概略 
 
 
図 4-17 全床反力計測装置と殿部床反力計測装置を用いた下肢荷重量の計測方法 
 
4.3.1 全床反力計測装置及び殿部床反力計測装置の作製 




   
 
 図 4-18 全床反力計測装置と殿部床反力計測装置 










スシューズの上に介助者を載せるタイプの型に改変した(図 4-20) ． 
 
 
図 4-20 改変したフォースシューズ 
 
4.3.3 全床反力計測装置とフォースシューズの妥当性の検証 
 床反力計(有限会社 AMTI JAPAN)を用いて全床反力計測装置とフォースシューズの
妥当性について検証した．はじめに床反力計上に全床反力計測装置を設置し，全床反力
計測装置の上に 2 個のフォースシューズを並列かつ中心間距離が 300 mm となるよう
に設置した．床反力計，全床反力計側装置，フォースシューズのデータ集録を開始した
後，フォースシューズ上に 1 名の健常成人男性(身長 1.76 m，体重 647.2 N)を乗せるこ
とで 3 つの計測装置を同期させた．全ての計測装置ともにサンプリング周波数を 100Hz
とした．静止立位を保った状態から模擬的に移乗介助動作を開始させ，終了した時点で
静止させた．床反力計の値が 647.2 N 未満もしくは 657.0 N 以上となった時点を動作
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ズの差の平均は 6.9±5.9 N であり，両計測装置の相関は r2=0.96 であった．また，床









スシューズの値の差を求めるようにした．実際の計測システム全容を図 4-22 に示す． 
 




図 4-22 計測システム全容 
 
4.3.5 実験条件および手順 




45 名とした．被験者のプロフィールを表 4-4 に示す．職種について看護師が 28 名，介
護士が 17 名，性別では女性が 34 名，男性が 11 名であった．職種の経験年数について
は 14±8 年，身長は 1.59±0.08 m であった．  
 
表 4-4 被験者のプロフィール 
被験者 職種 経験年数（年） 身長（m） 性別 群 
No.1 看護 14 1.61 男 CT 
No.2 介護 2 1.51 女 CT 
No.3 看護 9 1.63 女 CT 
No.4 看護 6 1.48 女 CT 
No.5 看護 16 1.56 女 CT 
No.6 介護 18 1.52 女 CT 
No.7 看護 15 1.78 男 CT 
No.8 看護 1 1.54 女 CT 
No.9 介護 20 1.50 女 CT 
No.10 看護 12 1.67 男 CT 
No.11 介護 8 1.67 男 CT 
No.12 看護 17 1.61 女 CT 
No.13 看護 9 1.70 女 CT 
No.14 看護 21 1.57 女 CT 
74 
 
No.15 看護 15 1.55 女 CT 
No.16 介護 5 1.61 女 デモ 
No.17 介護 13 1.82 男 デモ 
No.18 看護 8 1.68 男 デモ 
No.19 介護 19 1.60 女 デモ 
No.20 看護 23 1.53 女 デモ 
No.21 看護 3 1.58 女 デモ 
No.22 看護 14 1.54 女 デモ 
No.23 看護 44 1.56 女 デモ 
No.24 看護 16 1.53 女 デモ 
No.25 看護 23 1.57 女 デモ 
No.26 介護 2 1.55 男 デモ 
No.27 介護 13 1.53 女 デモ 
No.28 介護 6 1.56 女 デモ 
No.29 介護 14 1.54 女 デモ 
No.30 看護 30 1.50 女 デモ 
No.31 看護 23 1.57 女 模倣 
No.32 看護 23 1.54 女 模倣 
No.33 介護 15 1.67 男 模倣 
No.34 看護 5 1.74 男 模倣 
No.35 看護 14 1.53 女 模倣 
No.36 介護 5 1.57 女 模倣 
No.37 看護 17 1.77 男 模倣 
No.38 看護 21 1.55 女 模倣 
No.39 介護 3 1.56 女 模倣 
No.40 介護 20 1.56 女 模倣 
No.41 看護 23 1.51 女 模倣 
No.42 看護 16 1.54 女 模倣 
No.43 介護 12 1.48 女 模倣 
No.44 看護 8 1.66 男 模倣 
No.45 介護 16 1.54 女 模倣 




に層別ランダム化を実施し，対照群 15 名，デモ見学法群 15 名，模倣要介助者支援体



















せ，要介助者の下肢荷重量を計測した．対照群においては，1 回の計測から 3 分後に 2









図 4-24 計測システム上での移乗介助 
 
各群の比較のために，要介助者の離殿時における下肢荷重量を用い，各被験者におけ
る 2 回目の計測値と 1 回目の計測値の差を求め，各群における平均値を求めた．なお，
離殿時について，移乗介助動作開始後，殿部床反力計測装置の値が 9.8 N 未満となった
時点と定義した．統計学的解析には，IBM SPSS Statistics22(日本アイ・ビー・エム株
式会社)を用いた．各群間に差の有無について一元配置分析を実施した．また，
Games-Howell 検定を事後検定として用いた．有意水準を 5％未満とした． 
 
4.3.6 結果 
 介助者側に近い方を基準足とし，その基準足の前 1/2 のレベルに反対側の足部先端が
位置しているものを左右開脚とすると，1 回目計測時に対照群で 3 名，デモ見学法群で
2 名，模倣要介助者支援体験法群で 3 名がそれに該当した． 
移乗介助時における要介助者の下肢荷重量について，対照群の結果を表 4-5，デモ見
学法群の結果を表 4-6，模倣要介助者支援体験法群の結果を表 4-7 に示した． 
1 回目の計測値と 2 回目の計測値の差は，コントロール群で平均 11.7±69.6 N，デモ見




測時に左右開脚の型をとった数がコントロール群で 3 名，デモ見学法群で 2 名，模倣要






表 4-5 対照群の離殿時下肢荷重量（単位：N） 
 
表 4-6 デモ見学法群の離殿時下肢荷重量（単位：N） 
被験者 1 回目の計測値 2 回目の計測値 (2回目計測値－1回目計測値) 
No.16 173.6 192.2 18.6 
No.17 154.9 229.5 74.6 
No.18 69.6 113.8 44.2 
No.19 16.7 59.8 43.1 
No.20 386.4 210.8 -175.6 
No.21 389.3 473.7 84.4 
No.22 102.0 283.4 181.4 
No.23 161.8 204.0 42.2 
No.24 210.8 328.5 117.7 
No.25 275.6 354.0 78.4 
No.26 211.8 280.5 68.7 
No.27 35.3 77.5 42.2 
No.28 53.9 120.6 66.7 
No.29 72.6 142.2 69.6 
No.30 30.4 198.1 167.7 
平均 156.3 217.9 243.0 
SD 121.2 112.3 79.9 
被験者 1 回目の計測値 2 回目の計測値 (2回目計測値－1回目計測値) 
No.1 109.8 60.8 -49.0 
No.2 217.7 280.5 62.8 
No.3 33.3 106.9 73.6 
No.4 218.6 306.9 88.3 
No.5 119.6 89.2 -30.4 
No.6 262.8 233.4 -29.4 
No.7 10.8 93.2 82.4 
No.8 316.8 222.6 -94.2 
No.9 184.4 233.4 49.0 
No.10 50.0 42.2 -7.8 
No.11 9.8 76.5 66.7 
No.12 50.0 42.2 -7.8 
No.13 128.5 17.7 -110.8 
No.14 84.3 58.8 -25.5 
No.15 52.0 166.7 114.7 
平均 123.2 135.4 12.2 
SD 96.3 96.0 69.6 
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表 4-7 模倣要介助者支援体験法群の離殿時下肢荷重量（単位：N） 
被験者 1 回目の計測値 2 回目の計測値 (2回目計測値－1回目計測値) 
No.31 139.3 30.4 -108.9 
No.32 109.8 357.0 247.2 
No.33 93.2 214.8 121.6 
No.34 131.4 400.1 268.7 
No.35 229.5 173.6 -55.9 
No.36 221.6 298.1 76.5 
No.37 12.7 207.9 195.2 
No.38 37.3 117.7 80.4 
No.39 12.7 134.4 121.7 
No.40 96.1 117.7 21.6 
No.41 91.2 251.1 159.9 
No.42 252.0 267.7 15.7 
No.43 148.1 299.1 151 
No.44 54.9 197.1 142.2 
No.45 20.6 104.9 84.3 
平均 110.0 211.4 101.4 
SD 78.3 102.1 103.7 
 
 

































































































表 4-8 被験者のプロフィール 
被験者 年齢 身長(m) 体重(N) 性別 
No.1 21 1.73 617.8 男 
No.2 21 1.71 588.4 男 
No.3 21 1.72 608.0 男 
No.4 21 1.80 686.5 男 
 
介助者の腰部筋活動の計測について，EMG マスターkm-818(メディエリアサポート
企業組合)(図 3-31)，表面電極に銀・塩化銀形心電図用電極 Ambu Blue Sensor 
M(Ambu 社)を使用し，双極誘導法により導出した．サンプリング周波数は 1kHz とし











乗介助を行わせた．要介助者は高さ 410mm の椅子に膝関節が屈曲 90°位かつ足関節












 図 4-27 に被験者No.1～No.4それぞれの下肢荷重量と腰背筋％MVCの関係を示した．
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